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独立行政法人福祉医療機構
の論点等について

省内事業仕分け室作成資料



省内事業仕分け室作成資料

主要な論点

貸付事業について、日本政策金融公庫に

移管することができないか。

年金担保融資について、生活保護受給と年

金担保融資を繰り返 し行う事例があるなど間

題が指摘されているが、制度の廃止又は更な

る見直しを行うべきではないか。
(参考)

・年金担保貸付等を利用した方が、返済中に生活が苦しくなり
生活保護を受給する事例 :   4,908人 (貸付件数の 2.3%)

・
・年金担保貸付等と生活保護の受給を繰り返し行う事例 :

・786人 (貸付件数の 0.4%)

③ 福祉保健医療情報サニビス (wAMNE丁 )

事業については、廃止又は更なる見直しを行

うべきではないか。



内事業仕分け室作成資

≪共通事項 (全法人)≫

○ 当該法人の事務・事業に対する運営費交付金、補助金等の国からの財政支出

が適正な額であるか。事務 口事業の実施に当たつて冗費 (ムダ)はないか。

○ 当該法人の組織は、当該法人の事務・事業を実施するために適切な体+1で

あるか。
(参考)

・組織体制 (平成22年 4月 1日現在)

理事長 1人、理事3人、監事2人、職員257人 〔10部 28課 (230人)1支店 (大阪 :

27ノ、)〕

うち国家公務員OB O名、出向 1名
ロラスパイレス指数は地域・学歴勘案で104.5(平成20年度)

○不必要な余剰資産などを抱えていないかg不要なものは整理すべき。

(参考)                                (20年 度決算)

現貯金 有ヽ価証券等 土地・建物 貸付残高等 計

1,140億 円 6,488億円 28億円 5兆 7,697億 円 6兆 5,353億 円

※ 現預金のうち、913億円は承継債権管理回収勘定の当期未処分利益であり、これは21年 7月 に国庫に

納付済みである。

※ 有価証券等のうち、2,799億円は基金相当分で、これについては平成22年度中に国庫に返還予定であ

る。3,110億円は承継債権管理回収勘定の回収元金相当分であり、平成 21年 7月 に国庫に納付済みで

ある。

≪福祉貸付、医療貸付、福祉医療経営支援事業≫

○ 福祉貸付や医療貸付といつた貸付事業を福祉医療機構が行 う必要性があ

るのか。貸付事業を日本政策金融公庫に移管することができないか。

(参考)医療貸付事業及び福祉貸付事業 (平成20年度)

,福祉貸付 652件  1,033億円  医療貸付 280件 542億円

・国の財政支出額 (平成22年度予算)

―運営費交付金20億円 (事務費・人件費)

一利子補給金56億円

* 日本政策金融公庫の事業との比較表はP5に掲載。
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内事業仕分け室作成資

○ 貸付事業、経営支援事業と退職手当共済事業等その他の事業を一体的に

実施するメリットはあるか。

(参考)経営支援事業
・個別経営診断 1,142件  セミナー受講者数 2,952人  (平成20年度)

・事業費 4.0億円 (平成22年度予算)

うち 運営費交付金3.6億円 (事務費・人件費)

≪年金担保貸付事業 口労災年金担保貸付事業≫

〇 年金担保貸付事業等について、生活保護受給と年担融資を繰り返し行う

事例があるなど問題点が指摘されているが、制度の廃止又は更なる見直し

を行うべきではないか。 (年金担保貸付制度の利用例はP6に掲載)

(参考1)    ヽ

年金担保貸付事業については、本年2月 から、①貸付審査の強化、②満額返済の廃止、C返済額の

途中変更の容認、④卜回当たりの返済額の抑制 (返済回数を最大 12回から15回に増加)と いった制

度の見直しを実施。
、・年金担保貸付・労災担保貸付を利用した方が、返済中に生活が苦しくなり生活保護を受給する事例 :

4,908人 (貸付件数の2.3%)
・年金担保貸付 口労災担保貸付と生活保護の受給を繰り返し行う事例 :

786人 (貸付件数の0.4%)

(参考2)

日本弁護士連合会から、平成22年 2月 18日 付けで、一般の金融機関を窓口とする方法が変わつて

いないこと、生活福祉資金貸付制度等の連帯保証人要件が緩和され年金受給者も利用が可育日こなつた
こと等を理由に、年金担保貸付事業を廃止すべきとする意見書が提出されている。

(参考3)事業実績 (平成20年度)

・年金担保貸付 :貸付件数 21万 4千件 貸付額 1,944億円 (国の財政支出なし)

・労災担保貸付 :貸付件数 4千件、 貸付額 51億円 (国の財政支出なし)

≪福祉保健医療情報サービス (wAMNET)事 業≫

○ 福祉保健医療情報サービス (wAMN巨 丁)事業において、提供されて

いる情報 (関係者にとつて有意義な情報)は活用されているのか。その運

営は、効率的・効果的か。費用を削減すべきではないか。

(事業費用 :平成 22年度予算)

合計 業務経費 一般管理費 人件費

7億 1,736万円 5億 9,522万 円 1,440万円 1億 774万円

※うち運営費交付金 7億円

(次ページに続く)



内事業仕分け室作成資

≪退職手当共済事業、心身障害者扶養共済事業≫
`

○ 退職手当共済事業や心身障害者扶養共済事業の必要性はなにか。またt

福祉医療機構が担う必要性は何か。

(退職手当共済事業の概要)

社会福祉施設、特定介護保険施設を経営する社会福祉法人に雇用される常勤職員を対象とし

て、賦課方式により、退職金
*の

支給を実施。
口平成 20年度総給付額 :約 882.3億円 (国費助成は原則3分の 1)

平成 20年度平均給付額 :約 115.2万円、35年納付の場合の最高支給額 :約 1,539万円
口公費負担は、運営費交付金 5.5億円、給付費補助金256億円 (平成 22年度予算 )

←い身障害者扶養共済事業の概要)

地方公共団体が実施している心身扶養共済制度 (※ )によって、地方公共団体が加入者 (障

害者の保護者)に対して行う共済責任を再保険する事業

※ 障害のある方の保護者が掛金を納付することにより、保護者がお亡くなりになった時に、

障害のある方に終身年金を支給。(年金等給付費 120億円 (平成 20年度))

・加入件数 8万 8千口 年金支給件数 4万 7千口 (平成 20年度)

・運営費交付金 1.2億円 (平成 22年度予算)
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階内事業仕分け室作成章刑

(福祉医療機構と日本政策金融公庫の事業との比較 )

機関 福祉医療機構 日本政策金融公庫

国民生活事業 中小企業事業 農林水産事業

融資制度 福ネ止貸付 医療貸付 普通貸付 (一般貸付)等 セーフティーネット貸付等

(経営環境変化対応資金)

農業経営基盤強化資金

等 (スーパーL資金)

融資対象

EH20年度]

652 ギ+

1,033億円

280件

542億円

全貸付 :48万件

2兆 3,727億円

うち福祉医療分野

11,885件

922億円

全貸付 :

1兆 3,839億 円

うち福祉医療分野
H20な し

H215件 (有料老人糧ム)

全貸付 :11,496件

2,344億円

貸付金の

限度額

恭 業費

x70～8鰯 等

72億円

※施設・資金

の種類によ

り異なる

運転資金、設備資金共

に 4,8∞ 万円以内

特定設備資金は 7,200

万円以内

7億 2千万円
個人

15億円 (特例 3億円)

法人

5億円 (特例 10億円)

利率

EH22.4.15]

建築資金 :170%

経営資金 :1.20%

基準利率

2.15%(償還期間5年

以内)～3.55%(償還

期間 19年超 20年以

内)

設備 :基準利率 275%
運転 :基準利率 1.95%

※標準的な貸付利率

設備 15年、運転 7年

一般 :080～170%

償還期間

及び

据置期間

最大 25年

(据置期間 3

年以内)

最大 25年

(据置期間 2
年以内)

運転:5年以内 (据置 1

年以内)

設備:10年以内 (据置 2

年以内)

特定設備 :20年以内 (据

置 2年以内)

運転8年以内

設備 15年以内

(いずれもうち据置 3

年以内)

25年

(据置期間 10年以内)

平均貸付期間 19.83年 5年程度 7年程度 143年

担保・

保証人

担保 :不動産・動産その他の

資産

保証人 :原則連帯保証人

要相談 担保 :要相談

保証人:原則連帯保証人

担保 :不動産・動産

その他の資産

保証人:原則連帯保証人

調達割れ

メニュー

無利子貸付 (福祉貸付)

財投マイナス (ネ冨ネ止・医療)
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こ氏 :IF:~準△■1
保貸付制度の利用 を認 めない こと

としている (平成 18年 7月 か ら)。

年金担保貸付制度の利用 (例 )

ケ=ズ②
~~1

4,908人 /年

(約 2.3%)|

|…
ケ=ズσ

~1

1786人/年  |
|(約 0.4%)|

返済額 を差 し引いた残

りの年金により生活
年金 担 保 貸 付

制度を利用

年 金 担 保 貸 付

制度を利用
返済終了後、生活保護を脱 し、元の

年金額により生活

年金の大半が返済 に回

り、返済中に生活困窮

再び年金担保貸付制度を利用 し、

生活保護の受給とを繰 り返す。

生活保護を受給

※ 生活福祉資金貸付は、低所得者を対象としたものであり、公費により財源を負担。年金担保貸付制度は公費負担なし。



評価シート

仕分け人名 (           )

法人名 1           独立行政法人福祉医療機構     .

【記載要領】

本国の改革案の説明や議論に基づいて、法人の 1.事務 口事業、
体制について、□欄にそれぞれチェックし、ご意見を記載下さい。

1-0事務・事業  ( 福莉卜管付ヽ医癖管付ヽ福れ卜医店経営す将事業 )

□改革案では不十

※ 左記の事務・事業をどのように扱うか
チエック願います。

□①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
□③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
□⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

が必要 (実施方法の□⑥法人で事業継続するが、更なる見直し
見直し・補助金の削減など)

午

庄

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います )

―
―
―
―
‥
¨

□ 改革案が妥当



・ 1_② 事務 口事業 ( 年金担保貸付事業・労災年金担保管付事業 )
※ 左記の事務・事業をどのように扱うか

チェック願います

□改革案では不十年 □①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
□③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
□⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡
□⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の

見直し・補助金の削減など)

□ 改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います)

評価シート

□ 改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います )

1-③事務 口事業  ( 福祉保健医療情報サービス (WAMNET)事業 )
※ 左記の事務 口事業をどのように扱う

か

□改革案では不十午 □①事業そのものを廃止
|一 □②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

□③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
□⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡
□⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の

見直し,補助金の削減など)



評価シート

1_― ④事務・事業  ( 退職手当共済事業 口心身障害者扶春保険事業 )
※ 左記の事務・事業をどのように扱 うか

チエック願います

□改革案では不十年 □①事業そのものを廃止
ニ ロ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

□③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
□⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡
□⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の

見直し・補助金の削減など)

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直し内容等を記述願います )

(具体的な更なる見直し内容等を記述願います)

2 組織・運営体制 ※法人そのものをどうするかチェック願います

□改革

「

では不十

任 :§言::負害管宗志璽冨人員・管理費、余剰資産、組織など)

□改革案が妥当



独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構
(役 員 名 簿 )        `

平 成 22年 4月 1日 現 在

役  職 氏  名 略 歴 (出 身 省 庁 等 及 び前 職 ) 就 任 年 月 日

(常 勤 )

理 事 長

理 事

理 事

理 事

監 事

(非 常 勤 )

監 事

洋

善 教

清 貴

健 太 郎

薫

康 男

長 野

堀 口

瀬 上

杉 山

宮 地

丸 田

前 日 本 物 産 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長

前 独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 監 事
元 国 民 生 活 金 融 公 庫 理 事

前 国 立 精 神 ・ 神 経 セ ン タ ー 運 営 局 長
(出 向 )

前 独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 大 阪 支 店 長

常
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平 成 20年 4月 1日

平 成 21年 4月 /1日

平 成 20年 7月 12日

平 成 22年 4月 1日

平 成 21年 4月 1日

平 成 22年 1月 ¬ 日



資料 1

独立行政法人国立病院機構について
≪事務・事業説明資料≫



法人概要

≪基礎データ≫
【22年度】 【(参考)21年度】

役1員

L載倒
うち国家公務員出身者 1人 4人

うち現役出向者 2人 2人

職
‐
員 51,058りに

うち国家公務員出身者 0人 0人

うち現役出向者
(特定独立行

政法人)

(特定独立行

政法人)

予算 8,676億円 うち国からの財政支出 484億円 504億円

* 役員数は平成22年 4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公務員

出身者、現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの財

政支出についてはそれぞれの年度の数値、職員数は平成22年 1月 1日現在

≪主な事務口事業≫

事務・事業 予算
うち国からの財

政支出

診療事業 8,498億円
437億円 個期間分
の退職給付債務347億

円を含む)

臨床研究事業 103億円 33億円

教育研修事業 75億円 14億円

≪組織体制》

本部 M、 }024カ
プロック事務所6(164人 )

病院 144病院

識
=「

1〕



<4疾 病5事業等地域医療への貢献 >

《4疾病 5事業》

【がん】
大阪医療他59病院
がん診療拠点病院
34病院

【救急医療】

救命救急センター

17病院

救急輪番参加病院
一般67病院

【周産期医療】
総合周産期 4病院
地域周産期14病院

【循環器】
京都医療他49病院

【災害医療】
災害拠点病院
17病院

【小児医療】
小児医療拠点病院
17病院

救急輪番参加病院
小児38病院

【脳卒中】
九州医療他32病院

【へき地医療】
へき地拠点病院
7病院

【糖尿病】
京都医療他40病院

《その他ネットワーク》

【感染症】
三重他39病院

【肝疾患】
長崎医療他38病院

【免疫異常】
相模原他35病院

【骨・運動器疾患】
村山医療他39病院

【血液疾患】
名古屋医療他25病院

【感覚器】
東京医療他14病院

【,肖 1ヒ暑詢勝ヨ議】
九州医療他32病院

【成育医療】
名古屋医療他36病院

く病院ネットワーク〉



国立病院機構は、国の医療政策に沿つて、がん、周産期等の4疾病5事業を行うことは

もとより、政策医療のセイフティネットなどの独自のミッションを担つている。

2)危機管理対応

・中越地震 医師 79人
・新型インフルエンザ対策

看護師 105人

医師 237人
その他 129人派遣

看護師 282人派遣

1)国立病院機構のシェア

①心神喪失者等 ②筋ジストロフィー ③重症心身陣 ④結核
院

閣

入
博

定

痣

指

医
病床数 専門病院数

専門病院の
車 門病 床数

病床数 入院患者数 病床数 入院患者数

全  国 16施設 4415k 67施設 2.3825薇 19.4205k 18.716人 9.502Ek 3.616人

国立病院機構

1 害‖合

12施設 3535k 28カLヨ登 2.276床 7.416床 7.321A 3,717床 1.576りk

75.0% 80.0% 41.8% 95.5% 38。2% 39.1% 39.1% 43.6%
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○わが国最大の病院ネットワークを活用して新薬承認に必要な治験体制を整備し、過去3年間の承認医薬品247品 目

のうち、143品 日 (約 6割)の治験を実施

○新型インフルエンザワクチンの有効性・安全性を検証する治験を厚生労働省の要請で迅速に実施

項目   研究名称 ワクチンの免疫原性に関する臨床試験 ワクチンの免疫原性に関する小児臨床試験 ワクチンの安全性の研究

対象者 20歳以上 小児 (13歳未満) 国立病院機構職員

対象人数 200名 360名 22,112名

実施期間 1ケ月半 2ヶ 月 3週間

○全国的な病院ネットワークを活用することで、EBM研究の推進など臨床現場と一体となった大規模臨床研究を実施

○多様かつ豊富な症例数をもとに診療情報を収集・分析しt医療の質の向上と均てん化につながるエビデンスを集積

するとともに、医療政策に貢献

0医師臨床研修について、初期臨床研修医 713人 (66病院)57%増、専修医0レジデント816人 (62病院)を受け入れ

ONP(Nurse Pract面 oner)のモデル事業として、新構想の看護教育を開始 (看護学部、大学院等)

○災害医療研修(DMAT養成研修475名 (119病院))、 巨BMの研修 (参加者2,043名 (15'比 34%増 ))など、臨床・研究
と一体となった質の高い医療従事者の養成

O機構発足年度(16')の総収支率99.8%(赤字)を20'に 103.9%まで黒字化

純利益▲16億円(16')→ +300億円(20')

○経営改善による赤字病院数の減少   76病 院(16'),41病院(20')▲ 35病院

O機構発足時の長期借入金残高を大幅に減少  7,471億円→ 5,971億 円(▲ 1,500億円)(20'末現在 )

(参考)運営費交付金
515億円(16'経常収益7,461億 円の6.9%)→ 454億円(20′経常収益8′078億円の5.6%)▲ 52億円削減 )



資料2

独立行政法人国立病院機構改革案について
≪改革案説明資料≫



独立行政法人国立病院機構の改革案について

4.その他改革事項
| :

契約の徹底した適正化

調達コストの一層の削減

1.組織のスリム化

21年度>  <平 成22年度> <平成23年度>

非公務員化51,058人

平成21年度 平成22年度 削減数

役 員 4/17A 1/17人 ▲ 3

職員 0/50,043ノk 0/51,058A

▲国家公務員5万人が
減少 (新規 )

※一般職の国家公務員の15%

モ ノ 2.余剰資産などの売却

〔

・ 再編成計画により、これまで廃止した病院の跡地を国庫納付

(7病院跡地 264,

ヽ
―

―

ノ２ｍ９５５

▲57億円相当の跡
地を国庫納付 (新規 )

カネ 3.国からの財政支出の削減

<平成21年度> <平成22年度>
【運営費交付金 (診療事業分)】

75億円     49億 円

<平成23年度>

19億円

|を譲 瑯 轟 驀 酸
書:尉111醜 議 艦 縣 債務

“

″ 億円 の瑯

「 ることにより、180億円を国からの直接払いに移行

≪削減額≫



1.組織のスリム化

非特定独立行政法人化による地域医療への貢献、国家公務員の削減

05万 人規模の国家公務員の削減 (一般職の国家公務員の約15%)

○ 公務員OBの役員ポスト1人の改選にあたっては、平成21年度より公募を実施。

今後の改選時も引き続き公募を実施

国の再編成計画に基づく病院の統廃合を着実に実施

○ 平成26年度に善通寺病院と香川小児病院を統合(144病院→143病院 ▲1病院 )

(参考)昭和61年再編成計画当初(236病院)から現在まで、移譲、統廃合等により91病院の減 (うち、国立病院

機構発足後、
｀
9病院の減)その他、機構発足後1病院を廃止

○ 直ちに病院規模の見直しが必要な状況にはないが、個々の病院ごとの総合的検証、
地元の関係者や患者の状況等を踏まえながら、中長期的な視点に立って病院の規模

や機能について必要な見直しを行つていく

の
０
ス

ヽ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
■
‥
　
一
ヽ
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3.国からの財政支出の削減

運営費交付金の削減 うち診療事業分 49億円→19億円(▲ 30億円 61%削減)

○ 国立病院機構の運営費交付金は、平成22年度437億円(経常収益の5。 1%)である

が、このうち90億円(経常収益の1.1%)は、厚生労働省の中期目標に基づき機構が行う

事業のために措置されている。
この機構の事業に係る交付金のうち、診療事業分 (49億円)について、国の医療政策上

特に体制確保が求められている救急医療、周産期医療及び災害医療に充てられる費用を

除き、30億円を削減

「金:90億円の内訳
19億 円   → このうち30億円を削減

11億円

ヽ
―
―
―
―
―
―
―
ノ

3○ これらにより、運営費交付金全体としては、437億円から227億円に削減 (▲48%)



再編成計画により廃止した病院の跡地を国庫納付

○ 再編成計画により、廃止した7病院の跡地を、現物により国庫納付(57億円(簿価))

・ 旧十勝病院
E旧 登別病院
・ 旧西甲府病院
口 旧岐阜病院
・ 旧金沢若松病院
・ 旧鳥取病院
・ 旧筑後病院

50, 335ぷ
18, 282耐
50, 496耐
30, 096甫
36, 118甫
35, 460ぶ
43, 769甫

164百 万円

536百 万円

369百 万円

1, 032百 万円

1, 120百 万円

1, 730百 万円

739百 万円

※ 独立行政法人通則法の一部を改正する法律案 (平成22年 2月 9日 閣議決定)の成立・施行により、改正後の独立

行政通則法第46条の2第 1項 (不要財産に係る国庫納付等)に基づき国庫納付するものとする。

O上 記により、平成22年度政府出資金1,956億円を平成23年度に1,899億円に削減
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契約の徹底した適正化

○ 契約監視委員会の指摘事項を踏まえ、原則一般競争入札化、競争性・公正性・透明性

の確保、一者応札・―者応募の解消に向けて、徹底した取組を進めていく。

(参考1)契約監視委員会の指摘事項等(20年度締結分)

・ 随意契約2′483件のうち、625件は一般競争入札への移行が可能
・ ―者応札1′987件は、仕様書の見直し、参加要件の変更などの見直しが必要

→ 指摘内容を全病院に通知し、よリー層の適正な契約事務の遂行を指示

(参考2)契約監視委員会の指摘事項を踏まえた改善実施状況(21年 12月 25日 ～22年 3月 19日 )

・ 前回―者応札契約 330件→130件 (6割減)

うち100%契約 107件→ 31件 (7割減)

→ 今後、さらに徹底した改善に向け、平成22年度調達案件のうち前回―者応札及び前回100%
契約については、契約監視委員会において事前審査を実施。また、入札説明会に参加しながら、

応札してこなかつた業者に対して追跡調査を実施し、原因究明に努める。

調達コストの一層の削減

○ 共同入札で購入する医薬品リストの見直し、共同入札対象とする医療機器の機種拡大

等に取り組み、診療事業等に要する費用のさらなるコスト削減を図つていく。
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内事業仕分け室まと

最近の国立病院機構に関する省外からの指摘事項など

(資料)

① 日本経済新聞記事 (平成17年 11月 16日 )・ ・口・口・・・・口・・ 1

② 読売新聞記事 (平成18年 3月 2日 )・ ・ロロニ・・・口...口 .・ 2

③ 読売新聞記事 (平成18年 3月 3日 )・ … … … ・「F・ ・・|口 ■4

④ 読売新聞記事 (平成19年 4月 12日 )・
ロー ・・・… 1・ ・・・・5

⑤ 毎日新聞記事 (平成20年 6月 2日 ),日 「■●●■口・・口・・・・6

⑥ 朝日新聞記事 (平成22年 4月 15日 )・ ・・・口L・ … 0.....7
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ネ
ス
が
●
ｇ
路

金
額
ベ
ー
ス
で
見
る
と
、
同
社

の
講
負
額
は
全
体
の
９
割
以
上

の
約
８
億
７
４
０
０
万
円
に
上

り
ヽ
そ
の
う
ち
の
３２
病
院
と
は

随
患
契
約
を
結
ん
で
い
卜
％

ま
た
、
各
病
院
の
エ
レ
ベ
ー

タ
ー
設
備
の
点
検
業
務
も
、
同

年
度
に
発
注
さ
れ
た
１
７
７
件

（
契
約
総
額
３
億
４
３
０
０
万

円
）
の
う
ち
、
３６
件

（
同
約
７

９
０
０
万
円
）
を
同
社
が
請
け

負

っ
て
い
た
。

一
方
、
半
ば
独
占
的
な
営
業

が
可
能
な
病
院
内
の
食
堂
や
売

店
の
施
設
に
つ
い
て
、
同
社
は

一

た
■
出
ｍ
数
の
駒
３
制
を

‘
ｌｉ
島

て
い
た
，
こ
い
う
ち
、
銀
争
入

・ｌＬ
が
綺
わ
れ
た
の
は
３
由
翻
だ

け
で
、

２２
店
釧
は
ｍ
継
製
約
で

同
社
の
借
り
受
け
が
ハ
富

”
収

る
６２
嘔
前
は
ヽ
前
雌
側
が
】
数

の
候
補
を
比

べ
て
選
ぶ
総
合
評

価
方
式
で
委
託
先
が
決
め
ら
れ

た
が
、
選
考
基
準
な
ど
に
つ
い

て
統

一
的
な
ル
ー
ル
臓
拝

，
ヽ

市
中
や
結
果
を
公
表
し
な
い
病

に
も
少

な
く

な

い
・

Ａ
計
法

に
よ
れ

ｌｒ

、
国
は
お

費
の
質
出

を
伴
「

請
負
契
約

や

貸
性
契
約

を
補
ぶ
場
合
、
暉
ｕｌ

と
し
て
般
「
入
社
を
行
わ
な
り

れ
ば
な
ｒ
，す
、

随
忠
ぺ
約
を
申

べ
る
の
は
、
専
門
性
の
高
い
業

務
を
発
注
す
る
場
合
や
災
宙
発

生
と
い

っ
た
緊
急
時
な
ど
に
限

ら
れ
て
い
発

保
健
医
療
ビ
ジ
ネ
ス
に
偏

っ

た

■

５
た

ＩＩ

に

つ
い
て

、
検
ロ

の
広
薇
支

”
凛
は
、
「
鶴

豪
選
択

一

０
山

山
が

あ

る

の

で

、
０

”
が

画
腱
晰

し
て
い
る
企

業
と
裂
約

す
る

こ
と
に
問
題
が
あ
る
Ｆ
吾
一

思
わ
な
ど

と
し
て
い
る
が
、
施

設
課

で
は
、
一．ｍ
患
奥
駒
が

多

い

の
は
事
実
な
の
で
、
今
後
は

一

般
競
争
入
札
や
総
合
評
価
方
式

の
導
入
を
進
め
る
よ
う
指
導
し

て
い
る
と

話
し
て
い
電

2υ0613.2老れ乳れ間 (′刊)
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独
立
行
政
法
人

「
日
立
病
院
機
構
」
と
旧

国
立
病
院
Ｏ
Ｂ
ら
が
設
立
し
た
民
間
会
社
と

の
間
の
、
不
透
明
な
取
引
が
２
日
、
浮
か
び

上
が

っ
た
。
旧
国
立
病
院
の
業
務
を
あ
そ
ぅ

て
は
、
８
年
前
、
厚
生
省
所
管
の
財
団
法
人

「
厚
生
共
済
会

（
当
時
）
」
に
よ
る
独
占
的

な
受
注
が
国
会
な
ど
で
批
判
さ
れ

，
同
財
団

は
実
質
的
な
解
散
に
追
い
込
ま
れ
た
。
し
か

し
、
病
院
職
員
ら
の
天
下
り
団
体
に
よ
る
利

権
の
構
図
は
、
組
織
の
名
称
や
形
態
を
変
え

て
、
現
在
も
そ
の
ま
ま
生
き
残

っ
て
い
ち

Λ
本
発

〒

Ｕ

燿

Ｃ

ヽ

自
動
壁

霧

や

自
動
精
算
機
額
獲
響
」れ
、
利

用
者
は
自
ら
駐
車
券
を
取
り
出

し
て
入
り
ヽ
精
算
し
て
出
て
い

ヽ

「皇
７
ぷ
進
全
卜
ヽ

車
の
誘
導
な
ん
て
ほ
と
ん
ど
し

な
い
よ
」
と
、
駐
車
場
の
管
理

人
は
打
ち

明
け

る
。

そ

の
業

務
に

つ
い

て
、

同
セ

ン
タ

ー

は

２
０
０

４
年

度
、
年

間

６

０

０
０
万
円

余
り

で
株

式

会

社

「
保
健
医
療
ビ
ジ
ネ

ス
」
に

委
託
す
る
随
意
契
約
を
結
ん
で

い
た
「

セ
ン
タ
ー
側
は

「
平
日
は
１３

人
、
休
日
は
５
人
の
交
代
制
で

管
理
し
て
も
ら

っ
て
い
る
。
人

件
費
な
ど
を
考
え
れ
は
高
く
な

い
」
と
説
明
す
る
が
、
都
内
に

本
社
の
あ
る
駐
車
場
管
理
会
社

の
幹
部
ヽ

「
つら
な
資

一

部
の
空
き
ス
ペ
ー
ス
を
貸
し
た

り
、
夜
間
は
病
院
外
来
者
以
外

国十病院機構が運営する旧目立病院のおもな業務委託状況(20044副い

笹業者も含む全契維
牛数 (年間契約額 )

屎健医療ビジネスの
契約件数(年間契約額)

駐車場管理業務の委託 49件(9倒M88万円〕 4271(31螢 7444フヨF9)

知E・ 食堂など施設貸し付 l」 280件 (2“鰤6385円〕 87件 (6億 5025万円)

エレベーター設備点検委託 177件 (3億43231円 〕 36件 (  7984万 円) 旧
厚
生
共
済
会
か
ら

独重
覇
塀
８
年
前
に
解
散

に
貸
し
た
り
し
て
、
収
益
ア
ッ

プ
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
。
な

く

公
募
し
て
く
れ
な
い
の
か
」

と
不
洒
を
ぶ
つ
け
る
。

随
憲
契
約
は
、　
一
般
競
争
入

れ
と
比
べ
、
発
注
価
格
が
割
高

に
な
り
や
す
い
と
さ
れ
、
国
の

調
達
で
は
、
緊
急
時
や
専
門
性

の
高
い
業
務
で
他
に
発
注
先
が

な
い
な
ど
の
場
合
に
限
り
、
許

さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
数
十
年
前
か
ら
日
立

病
院

（当
時
）
の
駐
車
場
管
理

業
務
な
ど
を
随
意
契
約
で
請
け

負
っ
て
き
た
の
が
、
各
国
立
病

院
や
厚
生
省
の
Ｏ
Ｂ
ら
が
天
下

っ
て
い
た
財
団
法
人
の
厚
生
共

童

藩

っ
ヽ

同
財
団
は
、
１
９
６
０
年
に

設
立
さ
れ
て
以
来
、
日
立
病
院

内
で
の
売
店
経
営
や
清
掃
、
駐

車
場
管
理
な
ど
の
業
務
を
請
け

負

っ
て
き
た
が
、

９８
年
春
、
そ

の
独
占
的
な
受
注
な
ど
に
批
判

が
集
中
。
当
時
厚
生
大
臣
だ

っ

た
小
泉
首
相
は
国
会
で
、

「
徹

Ｌ
的
に
見
口
■

」
と
改

調
，

拘

＝

甲
■

九
済
彙
が
―ＩＬ
ｌｌｌ

を
受
一Ｈ

「
′ｒ
漁

‐ｊｌ
な
止
刊

書
い
た

厚
生

Ｌ̈
岬
申
”
瞳

濯
＝
け

、　
一
■
一ト

々
は
山
肛
鰤
ビ
ジ
ネ
ス
と
職
け

■
」
と
は

、

想

西

へ
の
サ

ー
ビ

て
い
う
こ
と
に
つ
い
て
、
団
立

一
ス
の
低
下

や

、

公
口

の
■

効

出
眈
＝
＝
は

「
０４
年
度
か
ら
独

一
“
な
週
川
を
招
■
ふ

ね
な
い
。

立
行
政
法
人
に
な

っ
た
の
で
、

一厚
生
共

済
会

と

全
く

同
じ

構

中
し
た
。
一」ｎ
キ
０̈
け
、
向
町

剛
は
―‘‐―
年
８
月
、

２５
人
中
２２
人

が
天
下
り
だ
っ
た
川
中
の
国
ぶ

れ
を
川
新
、
収
益
“
業
か
ら
も

倣
週
し
ヽ
「
実
上
解
散
し
電

と
こ
ろ
が
、
旧
理
事
の
う
ち

‐９
人
は
９８
年
６
月
、
前
年
秋
に

設
立
さ

れ

て
い
た
株

式
会
社

「
厚
生
共
済
会
ビ
ジ
ネ
ス
セ
ン

タ
ー
」
の
役
員
に
就
任
。
同
社

た
機
の
９０
年
９
月
に
、
「ｍ
“
一共
綺
′．サ
一タ
ロ
的
に
同
じ
鳳
引

―り
先
に
は

，
を
籠
先
的
に
口
■

」
熙
ピ
ン
ネ
ス
」
に
名
体
を
■

ｕ
し
て
い
た

， 〕
同
社

‐―
共
打
ｉ

の
収
益
嘔
力
を
ほ
ぼ
“
爪
し
、

投
餞
は
国
立
綱
餞
０
お
ら
が
教

年
ご
と
に
交
代
で
就
任
。
全
国

に
１
０
０
０
人
近
く
い
る

一
般

社
員
の
多
く
も
国
立
病
院
の
Ｏ

Ｂ
と
さ
れ
る
。
　
　
　
　
　

，

か
つ
て
、
国
立
病
院
と
の
不

23o6`3:>“彰しん/1鈴 げ氏リリ19働
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な
Ｈ
垢
院
駐
車
場
増
理

”
・　
　
請
■
額
の
半
額
で

受託業務

2o0

内
の
１
都
９
県
に
あ
る
Ｌ
が
所
一上
り
ヽ
そ
れ
が
す
べ
て
保
健
医

の
旧
日
立
病
院
の
駐
車
場
の
管
一療
ビ
ジ
ネ
ス
に
転
が
り
込
ん
で

理
業
務
に
つ
い
て
、
計
約
３
億
一い
た
。
Ｈ
病
院
の
う
ち
９
病
院

３
５
０
０
万
円
で
請
け
負
っ
た
一の
業
務
は
、
随
意
契
約
で
保
健

が
、
読
売
新
聞
で
調
べ
た
と
こ
「
医
療
ビ
ジ
ネ
ス
に
発
注
塔
れ
て

ろ
、
こ
の
う
ち
■
病
院
で
は
、
一い
た
ｏ
こ
の
「
病
院
と
は
別
に
、

現
場
で
行
う
管
理
業
務
に
つ
い
一年
間
１
３
３
１
万
円
で
業
務
を

て
は
、
す
べ
て
下
請
け
に
出
さ
一受
注
し
た
清
瀬
市
の
東
京
病
院

巌
醜
ボ
蒙
量
５
一製
撻
墓
鷺
詢殿
拗

東
京
医
療
セ
ン
タ
ー
で
は
、
保

一
９
４
万
円
で
、
地
元
の
清
瀬
市

健
医
療
ビ
ジ
ネ
ス
は
年
間
約
６

一
シ
ル
パ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
か
ら

０
７
７
万
円
で
同
業
務
を
受
注

一派
遣
し
て
も
ら

っ
て
い
た
。

し
た
が
、
平
日
１３
人
、
休
日
５
一　
こ
う
し
た
再
委
託
に
つ
い

人
の
交
代
制
で
行
２
営
理
は
す
一て
、
同
社
で
は

「発
券
機
な
ど

べ
て
、
品
川
区
の
他
社
に
下
請

一
の
保
守
点
検
や
、
“
故
が
発
生

け
に
出
し
、
同
２
７
８
４
万
円

一
し
た
場
合
に
備
え
た
保
険
料
、

を
支
払
っ
て
い
た
”
ま
た
、
立
一文
房
興
代
な
ど
に
も
充
て
て
い

認
％
増
沖
縦
組
一騒
牌
就
脱
鵬
静

に
し
卜
Ｌ

会
計
■
１‥――
甘
い

独
立
行
政
法
人

田
熊
輔
量
曼
Ⅷ
羅
躙

で
受
圧
し
た
業
務
を
丸
投
げ
し
一て
の
川
制
も
な
い
¨

つ
た
め
の

開
劇
〃

口
く

な

っ
て

Ｌ

電

た

」
と

製

品

Ｖ

■

．

催

ｌ

ｉ

に
は
、
２
０
０
４
年
度
ヽ
趙
ｍ

鬼

１

９
円

お

公
黒

性
じ
ら
れ
た
ｏ
公
静
童
綸
ガ
専

門
の
鈴
木
Ｈ

。
青
山
学
院
大
学

恣

醗

協

礎

二

聖

Ｅ

ヽ

一
般
競
争
人
化
の
椰
入
や
臓
寮

制
度
の
徹
底
を
図
る

べ
き
た
「

独
法
を
自
の
隠
れ
み
の
に
し
て
一

は
な
ら
な
い
」
と
組
し
く
指
摘
一

し
て
い
る
ｏ

（饉
島
察
之
ノ

て
、
も
と
も
と
は
公
贅
で
あ
る

多
額
の
利
益
を
手
に
す
る
と
い

っ
た
ケ

ー

ス
が

後
を
絶

た
な

い
。
こ
の
た
め
、
瞬
務
省
は
昨

年
２
月
、
各
省
庁
に
対
し
、
前

か
し
、
口
の
崚
田
か
ら
切
り
燿

さ
れ
た
独
立
＝
政
法
人
（蟄
法
）

は
こ
う
し
た
指
”
の
対
象
外

だ
。
四
連
に
あ
た
り
一
餃
恨
争

保
鮨
医
籠
ビ
ジ
ネ
ス
の
ケ
ー

ス
に
つ
い
て
、
財
綱
省
の
幹
部

は

「
国
の
機
関
な
ら
炸
さ
れ
な

い
。
独
法
は
弾
力
的
な
コ
川
を

日
指
す
あ
ま
り
、
透
画
性
を
環

閻 tサイリ)lq蒟
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‐３
病
院

５
，病

院
■
Ш
凩
ｍ
日
Ⅲ
■
■

公
立
病
院
が
民
間
眼
鏡
店
チ

ェ
ー
ン
の
店

員
の
派
遣
を
受
け
入
れ
ヽ
視
力
検
査
を
さ
せ

る
な
ど
し
て
い
た
問
題
で
、
独
立
行
政
法
人

・
国
立
病
院
機
構
本
部

（東
京
都
目
黒
区
）

が
全
国
１
４
６
の
国
立
病
院
を
調
査
し
た
と

こ
ろ
、
１３
病
院
で
店
員
が
カ
ル
テ
を
見
ら
れ

る
よ
う
な
不
適
切
な
管
理
を
行
い
、
こ
の
う

ち
５
病
院
で
は
店
員
が
眼
圧
検
査
も
行
っ
て

い
た
こ
と
が
わ
か

っ
た
。
眼
圧
検
査
を
し
て

い
た
店
員
は
、
医
師
、
看
護
師
、
視
力
検
査

を
行
う
視
能
訓
練
士
の
い
ず
れ
の
国
家
資
格

も
持
っ
て
い
な
か

っ
た
。
こ
の
た
め
、
同
本

部
は

「
眼
圧
検
査
は
医
師
法
違
反
の
疑
い
が

あ
り
、
カ
ル
テ
の
不
適
切
な
管
理
も
個
人

情
報
保
護
法
に
触
れ
る
」
と
判
断
し
、
金

病
院
に
店
員
の
派
遣
を
受
け
入
れ
な
い
よ

う
指
示
し
た
つ

同
本
部
の
調
査
は
、
東
京
医

療
セ
ン
タ
ー

（
同
区
）
で
店
員

派
遣
受
け
入
れ
が
発
覚
し
た
３

国立病院への眼鏡店員派遣

月
上
旬
か
ら
電
話
で
行
っ
た
。

そ
の
結
果
、
東
京
、
茨
城
、

埼
玉
、
滋
賀
、
佐
賀
な
ど
計
＝

都
県
の
１６
病
院
で
ヽ
眼
鑢
唐
チ

ェ
ー
ン
の

「
オ
グ
ラ
」

（東
京

都
千
代
田
区
）
、
同

「
朝
倉
メ

・水戸医療セ孝 ― ・ 東京病院
(茨 llt県茨城‖r) (東京

“
`1晰

瀬市)

・

"ケ

浦医療セ
"―

・滋賀病院r,

(りtl出晰t土力「lr) (Jl夕 1り1東 ;![洒 :,|,)

・ 1奇玉病院    ・ 鱚野医療センター
:('綺 :[略 t口 1光市) (1ケ賀県t“野市)

°

鶴 臨 「 ,lm腑
米1日 立痢院限WI卜 劇:神|べ

・栃木病院   ｀

(宇都宮市 )

o高崎病院
(群馬県高崎市)

。西埼玉中央病院
(埼 玉県所沢市)

・横浜医療センター
(lyt浜市)

・II岡医療センター
(1)llil県清水町)

ガ
ネ
」

（新
宿
区
）
な
ど
の
店

員
の
派

遣
を
受
け
入
れ

て
い

た
。
こ
の
う
ち
１３
病
院
は

「
店

員
が
カ
ル
テ
を
参
照
す
る
機
会

が
あ

っ
た
」
な
ど
と
カ
ル
テ
の

不
適
切

な
管
理
を
認
め
た
。

患
者
の
個

人
情
報
が
外
部

に

漏
れ
た
か
は

確
認

で
き
な
か

っ
た
。

同
本
部
は
、
店
員
の
受
け
入

れ
を
や
め
る
よ
う
指
示
し
た
理

由
に
つ
い
て
、

「
透
明
性
が
求

め
ら
れ
る
国
立
病
院
で
特
定
の

業
者
が
出
入
り
す
る
の
は
不
適

切
」
と
し
て
い
る
。

一
方
、
店
員
の
派
迪
を
受
け

て
い
た
‐６
病
院
は
、
い
ず
れ
も

「
始
ま
っ
た
経
緯
は
分
か
ら
な

い
。
患
者
が
眼
鏡
店
ま
で
足
を

運
ば
な
い
で
済
む
よ
う
に
し
て

い
た
」
な
ど
と
同
本
部
に
説
明

し
て
い
る
と
い
う
。

ioO呵 、4・ 12`ん各莱nら皐 (,モリ)220
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落
札
率
９９
・％
超

６
割

理
鞭
護
価
格
漏
え
い
調
査
へ

定
面
語
と
同
額
の
■
０
．０

か
ち
”
ゅ
だ
っ
た
こ
と
が

誕

羹

響

た
。
置
獲
職
り
響
え
い

寓

宗

彗

碧

垂

か
ら
、
厚
生
労
働
省
が
調

査
に
乗
り
出
し
た
や
ヽ

も
２
３
τ
件
に
と
ど
ま
っ

iを言孝:こ:億[liltti[摯F]轟
薬
1言
葎纏

ι



４
履
仕
分
け
候
補
２７
独
法

２３
日
か
ら
始
ま
る

「事
業
仕
分

け
」
第
２
弾
で
仕
分
け
候
補
と
な

る
５４
の
独
立
行
政
法
人

（独
法
）

の
半
数
が
、
Ｏ
Ｂ
の
再
就
職
先
の

公
益
法
人

（財
団
法
人
と
社
団
法

人
）
と
随
意
契
約

（随
契
）
＝
□

＝
を
結
ん
で
い
た
こ
と
が
分
か
っ

た
。
随
契
の
金
額
は
２
年
間
で
約

１
６
０
０
億
円
に
及
ぶ
。　
一
方
で

天
下
り
を
受
け
入
れ
て
い
な
い
公

益
法
人
と
の
随
契
額
は
約
７
０
０

億
円
。
１
公
益
法
人
あ
た
り
の
随

契
額
は
天
下
り
先
の
法
人
が
天
下

り
の
い
な
い
法
人
の
２０
倍
以
上
と

な

っ
て
お
り
、
独
法
が
身
内
を
優

通
し
て
い
る
構
図
が
浮
か
び
上
が

っ
た
。
　

　

＝
３５
面
に
関
係
記
事

会
計
検
査
院
の
調
査
や
各
独
法

の
公
表
資
料
な
ど
か
ら
朝
日
新
聞

が
独
自
に
分
析
し
た
。
そ
の
結

果
、
仕
分
け
対
象
と
な
る
５４
独
法

は
２
０
０
８
年
度
に
延
べ
１
１
６

１
の
公
益
法
人
と
随
意
契
約
を
締

結
。
契
約
金
額
の
総
額
は
０７
～
０８

年
度
の
２
年
間
で
計
約
２
３
０
０

億
円
に
の
ぼ
る
。
こ
の
１
１
６
１

公
益
法
人
の
う
ち
延
べ
１
０
１
法

人
が
天
下
り
を
受
け
入
れ

て
お

り
、
昨
年
４
月
現
在
、

２７
独
法
か

ら
計
５
７
１
人
の
Ｏ
Ｂ
が
役
員
や

職ヽ
員
と
し
て
再
就
職
し
て
い
た
。

２７
独
法
が
同
期
間
に
天
下
り
先

の
１
０
１
公
益
法
人
と
結
ん
だ
随

独立行政法人と公益法人との関係

仕分け候補の独法

公益法人

大 卜りを

受け入

ｍ
“
随
意
井
約

競
争
入
札
に
よ
ら
ず
任
意
で
選

ん
だ
相
手
と
結
ぶ
契
約
。
会
計
法

な
ど
で
は
原
則
的
に
競
争
相
手
が

な
く
入
札
に
適
さ
な
い
場
合
な
ど

に
例
外
的
に
認
め
ら
れ
る
。
早
ぐ

簡
素
に
手
続
き
が
で
き
る
な
ど
の

契
額
の
総
額
は
約
１
６
０
０
億
円

で
、
全
体
の
７
割
を
占
め
る
。　
一

方
、
天
下
り
を
受
け
入
れ
て
い
な

い
延
べ
１
０
６
０
の
公
益
法
人
が

５４
独
法
と
結
ん
だ
随
契
額
は
、
そ

の
半
分
以
下
の
約
７
０
０
億
円
に

と
ど
ま

っ
て
い
る
。

′天
下
り
を
受
け
入
れ
た
公
益
法

人
の
数
は
、
受
け
入
れ
て
い
な
い

公
益
法
人
の
１０
分
の
１
以
下
だ

が
、
契
約
額
は
逆
に
倍
以
上
だ
。

こ
の
た
め
１
法
人
あ
た
り
の
契
約

額
で
み
る
と
、
天
下
り
先
の
法
人

が
約
１６
億
円
だ

っ
た
の
に
対
し
、

天
下
り
の
い
な
い
法
人
は
約
６
６

０
０
万
円
で
、

２０
倍
以
上
の
差
が

開
い
て
い
る
。
随
契
の
内
容
は
、

ほ
と
ん
ど
が
事
業
の
外
注

・
委

託
。
高
度
な
研
究
開
発
の
委
託
な

ど
も
あ
る
が
、
施
設
の
管
理

・
維

持
な
ど
特
殊
性
の
乏
し
い
も
の
も

多
く
み
ら
れ
た
。

（
中
村
信
義
）

メ
リ
ツ
ト
が
あ
る

一
方
で
、
契
約

額
が
高
く
な
り
が
ち
で
、
業
者
選

定
や
価
格
に
不
透
明
な
部
分
も
あ

る
と
さ
れ
る
。

０７
年
１２
月
に
独
法

の
整
理
合
理
化
計
画
が
閣
議
決
定

さ
れ
た
の
を
受
け
、
総
務
省
が
独

法
の
随
契
の
見
直
し
を
進
め
る
よ

う
各
所
管
省
庁
に
促
し
て
い
る
。

2。
lro 千

ｒ

， 動曰妬聞 (Й Rで :り  1面
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※
金
額
の
単
位
は
百
万
円
、
契
約
額
は
０７
～
０８
年
度
、
公
益
法
人
数
は
延
べ
数

随
契
を
結
ん
で
い
る
公
益
法
人

へ
の
天
下
り
人
数
が
２
３
８
人
と

最
も
多
い
国
土
交
通
省
所
管
の
都

市
再
生
機
構
（
Ｕ
Ｒ
）
。
な
か
で
も

事
業
仕
分
け
第
２
弾
の
対
象
と

な
る
独
立
行
政
法
人

（
独
法
）

が
、
天
下
り
先
の
公
益
法
人
に
随

意
契
約

（
随
契
）
を
集
中
さ
せ
て

い
た
。
独
法
か
ら
業
務
を
受
注
し

た
公
益
法
人
が
、
独
法
の
フ
ァ
ミ

リ
ー
企
業
な
ど
に
再
委
託
す
る
な

ど
ハ
身
内
で
利
益
を
分
け
合

っ
て

い
る
構
図
も
見
え
る
。
事
業
仕
分

け
で
は
、
天
下
り
先
を
優
遇
し
、

割
高
な
契
約
を
続
け
て
い
る
独
法

と
公
益
法
人
と
の
関
係
が
問
わ
れ

る
こ
と
に
な
る
。　
　

．

（中
村
信
義
）
＝
１
面
参
照

財
団
法
人

・
住
宅
管
理
協
会

（住

管
協
）
に
は
６８
人

（
２
０
０
８
年

度

）
の
Ｏ
Ｂ
が
再
就
職
し

て
い

た
ｏ

０８
年
度
に
Ｕ
Ｒ
と
住
管
協
が

結
ん
だ
契
約
は
す
べ
て
随
契
で
、

額
は
２
０
０
億
円
を
超
え
る
。

契
約
内
容
は
、
Ｕ
Ｒ
が
公
団
時

代
に
整
備
し
た
賃
貸
住
宅
の
入
居

案
内
や
家
賃
収
納
、
保
全

・
修
繕

な
ど
¨
国
交
省
内
で
も

「民
間
の

不
動
産
会
社
な
ど
で
も
で
き
る
業

務
ば
か
り
だ
」
と
指
摘
さ
れ
た
こ

と
が
あ
る
と
い
う
。

さ
ら
に
住
管
協
か
ら
、
賃
貸
住

宅
が
空
室
に
な

っ
た
際
の
修
繕

や
、
団
地
の
保
全
工
事
な
ど
多
く

の
業
務
が
、
Ｕ
Ｒ
が
出
資
す
る
フ

独法と天下り先の公益法人との随意契約の状況

Ｕ
Ｒ
、２
年
で
９７５
億
円

」ICA発注航空券 普通運賃で「7000万円ムダ」
７
ミ
リ
ー
企
業
に
再
委
託
さ
れ
て

い
た
。
再
委
託
先
は
、
Ｕ
Ｒ
か
ら

３２
人
が
再
就
職
し
て
い
る

「
日
本

総
合
住
生
活
」
や
、

２０
人
が
天
下

っ
て
い
る

「
Ｕ
Ｒ

コ
ム
シ
ス
テ

ム
」
な
ど
。
住
管
協
な
ど
２２
の
天

下
り
法
人
が
Ｕ
Ｒ
か
ら
随
契
で
請

け
負

っ
た
金
額
は
２
年
間
で
総
額

９
７
５
億
円
で
、
こ
の
う
ち
９５
％

が
、
こ
う
し
た
Ｕ
Ｒ
系
を
含
む
２７

法
人
に
再
委
託
さ
れ
て
い
た
。

関
係
者
に
よ
る
と
、
住
管
協
は

Ｕ
Ｒ
か
ら
の
再
就
職
者
６８
人
に
年

間
７
億
円
以
上
を
給
与

ｏ
報
酬
と

し
て
計
上
し
て
い
る
と
い
いつ
。
Ｕ

Ｒ
は

「
０８
年
度
か
ら
段
階
的
に

一

般
競
争
入
札
な
ど
に
移
行
し
て
い

る
し
、
現
在
は
関
係
法
人

へ
の
再

就
職
の
あ

っ
せ
ん
は
実
施
し
て
い

な
い
」
と
〕
メ
ン
ト
し
て
い
る
¨

外
務
省
所
管
の
国
際
協
力
機
構
（
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
）
は
、
開
発
途

上
国
か
ら
の
若
者
を
農
業
や
福
祉
な
ど
様

々
な
分
野
で
研
修

す
る

「研
修
員
受
入
事
業
」
の
う
ち
、
研
修
員
を
地
方
の
現

場
に
引
率
す
る
業
務
な
ど
を
、
Ｏ
Ｂ
３
人

（
０８
年
度
）
が
再

¨
就
職
し
て
い
る
財
団
法
人

ｏ
日
本
国
際
協
カ
セ
ン
タ
ー
に
委

託
し
て
い
た
．
０６
年
度
以
前
は
随
契
で
、

０７
年
度
か
ら
公
募

で
企
画
書
な
ど
の
提
出
を
求
め
る

「企
画
随
意
契
約
」
に
変

わ

っ
た
が
、
セ
ン
タ
ー
以
外
の
応
募
は
な
か

っ
た
と
い
う
。

会
計
検
査
院
な
ど
に
よ
る
と
、
セ
ン
タ
ー
は
ヽ
研
修
員
ら

の
国
内
移
動
用
の
航
空
券
を

一
般
の
旅
行
会
社
か
ら
割
高
な

普
通
運
賃
で
手
配
し
て
い
た
。

「搭
乗
便
の
変
更
が
当
日
で

も
容
易
に
で
き
る
」
と
の
理
由
だ
が
、
研
修
日
程
は
早
期
に

確
定
し
て
い
た
上
、
実
際
は
搭
乗
直
前
の
変
更
は
ほ
と
ん
ど

な
か

っ
た
と
い
う
。

検
査
院
は
昨
年
、

０８
年
度
に
セ
ン
タ
ー
が
手
配
し
た
延
べ

約
６
８
０
０
人
分
で
約
７
千
万
円
を
節
約
で
き
た
は
ず
だ
と

指
摘
。
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
と
セ
ン
タ
ー
は
契
約
内
容
を
変
更
し
、
最

も
安
価
な
割
引
運
賃
で
手
配
す
る
こ
と
に
し
た
と
い
う
。

Ｊ
工
Ｃ
Ａ
は
０８
年
度
ま
で
の
３
年
間
、
セ
ン
タ
ー
に
随
契

で
計
１
８
０
億
円
以
上
を
発
注
し
て
い
る
。
あ
る
大
手
旅
行

会
社
の
営
業
担
当
社
員
は

「民
間
な
ら
普
通
運
賃
で
出
張
な

ん
て
今
時
あ
り
得
な
い
」
と
話
す
。

Ｊ
工
Ｃ
Ａ
は

「事
業
仕
分
け
の
仕
分
け
人
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

が
終
わ
ら
な
い
と
コ
メ
ン
ト
で
き
な
い
」
と
し
て
い
る
。

2610、 牛.15 身曰0 4Fl閻 (脅 4で1) 35碕
この記事は朝日新聞社の許諾を得て転載しています。
無断で複製、送信、出版、頒布、翻訳、翻案等著作権
を侵害する一切の行為を禁止します。

P´



資料 3

独立行政法人国立病院機構
の論点等について

省内事業仕分け室作成資料



.ヒ
壼事業仕分」主室作成資□

主要な論点

① 非公務員化により、国の財政支出の削減及

び医療サービスの向上にどのような効果があ

るのか。

② 国立病院の入札改革は十分行われているか。

(参考 )

契約状況 (平成 20年度実績)

契約件数

一般競争入利 競争性のない随意契約

(契約件数に占める割合)

うち一者応札・応募

(一般競争入札に占める割合)

9558

7075 1 987 (28.00/0) 2483 (26.00/0)

うち落札率

1000/0

: 798

うち落札率 100%

:342



省内事業仕分け室作成資

≪共通事項≫

○ 当該法人の事務 口事業に対する運営費交付金、補助金等の国からの財政

支出が適正な額であるか。事務 口事業の実施に当たつて冗費 (ムダ)はな
い か 。

(参考 )

国からの財政支出額 (平成 22年度予算)483億円

・病院事業への運営費交付金 90億円

(診療事業 49億円、臨床研究 31億円、教育研修等 10億円)

(注)運営費交付金総額 437億円の残り347億円は国時代の退職給付債務に係る

義務的経費

・国庫補助金 施設整備補助金 31億円 医療観察法関係負担金等 16億円

○ 当該法人の組織は、当該法人の事務 口事業を実施するために適切な体制
であるか。

(参考)                             .
コ役員 理事長 1 常勤理事 5(国 家公務員退職者 1,現役出向者 2)

非常勤理事 9 監事 (常勤 1・ 非常勤 1)(平成 22年 4月 1日現在)

日本部 (5部 1室 13課、研究センター 1)(124人)ブロック事務所 6(164名 )

・病院数 145病院、病床数 57,036床 (平成 22年 1月 1日現在 )

・職員数 51,058人 (医師 5千人,看護師 3万 2千人 その他 1万 4千人)(平

成 22年 1月 1日現在)

・ラスパイレス指数 医師 116.8 看護師 94.0 事務 "技術 97.7(平成 20年度)

○ 不必要な余乗1資産などを抱えていないか。不要なものは整理すべき。

(参考)                     (億 円)

現預金 有価証券 土地・建物 その他 計

1,000 20 8, 141 2,383 11,545

20年度決算 貸借対象表の資産

(次ページに続く)



省内事業仕分け室作成資

≪診療事業≫

○ 単なる病院事業ではなく、政策医療を実施するという役割が果たされて

いるのか。

(政策医療 (5事業)に占める国立病院のシェア)

病床数/全国の病床数 4%

結核病床 440/0

重度心身障害病床 390/0

筋ジス トロフィー専門病床 960/0

心神喪失者等医療観察法病床 800/0

エィズブロック拠点病院 4/8ブロック

エイズ治療拠点病院 39/47都道府県

○ 非公務員化などの改革案により、国からの運営費交付金の削減や、医療
の充実に具体的にどのような効果があるのか。

(参考)診療事業への運営費交付金 49億円 (平成 22年度)

○ 国立病院は、最終的に143病院となるが、全国ネットワークとして、こ

れだけの病院が必要か。今後の統廃合の可能性について検討すべきではな
い σ)か 。

3

(次ページに続く)



1省内事業仕分け室作成章利

○ 赤字解消のための取組が的確に行われているか。

赤字病院を黒字病院がまる抱えし、黒字病院の経営努力が無になるよう

な構造となっていないか。規律が保たれているか。      ′

(純利益、長期有利子負債の推移)          (単 位 :億円)

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

純利益 △16 3 90 239 300

長期有利子

債務残高 7,400 7,223 6,995 6,501 5,971

人件費水準は、経営、医療サービス、民間等の他主体の比較から合理的

ものと言えるか。また、事務・管理部門の肥大化を招いていないか。

人件費比率 52.3%(平成 20年度)

+76億円 (平成20年度 平成 17年度比)

○ 効率的な医薬品や医療機器の調達を実施しているか。

(国立病院における調達方法)

(次ページに続く)

4

(黒字・赤字病院数の推移)

16年度 、 17年度 18年度 19年度 20年度

黒字病院 69 70 81 98 104

赤字病院 76 75 64
７
′

′
叶 41

※ 再編成施設を除く。

医薬品 本部での共同入札を実施。(入札エリアは、北海

道・東北、九州、その他の3エ リア)

医療用消耗品等 (医療用消耗品・医療用消耗機材)

北海道東北ブロック、九州ブロック事務所での

共同入札を実施6

(衛生材料)

東海北陸ブロック事務所での共同入札を実施。

検査試薬 全ブロック (6)事務所での共同入札を実施。

大型医療機器 本部での共同入札を実施。



内事業仕分け室作成

○ 調達について、その内容をすべて公表しても問題ないと言えるように、

精査され、改善が実施されているか。

(契約状況 (平成 20年度実績))

契約件数

一般競争入札
競争性のない随意契約

(契約件数に占める割合)

うち一者入札・応募

(一般競争入札に占める割合)

9558 7075 1 987 (28.00/0) 2483 (26.00/0)

うち落札率

100%

: 798

うち落札率 100%

:342

○ 情報システムが、病院毎に、バラバラとなつており、このために、運用
コストなどが膨張していないか:

≪臨床研究 口治験≫

○ 独立行政法人たる国立病院機構としてら、さわしい機能を果たしているか。

効果を客観的に説明すべき。

(参考)臨床研究に対する運営費交付金 31億円 (平成22年度)

平成 20年度実績 英文原著論文数 1,320 インパクトファクター (著名な科学雑

誌に対する論文引用回数を指標化したもの) 3,255

≪教育研修事業≫

○ 国立病院機構の行う教育研修事業は、国立病院機構の人材育成ということ

にとどまらず、国や地域医療の充実にどのような効果を上げているのか。
(参考 )

・医師臨床研修 初期臨床研修医713名 (66病院 )、 専修医・レジデント816名 (62
病院受け入れ)

・看護師等養成所 42施設 看護師等養成所運営費補助 6億円 (平成 22年度)

・NP(Nurse Practitioner)の モデル事業のための新構想の看護教育を開始 (平成

22年度～)



。                                             評価シート

仕分け人名 (           )

法人名 |      .:    独立行政法本国車病院機構

|【記載要領】                                |

1  本日の改革案の説明や議論に基づいて、法本の 1._事務
口
事業、2.組織・運営

|

体制について、□欄にそれぞれチェックし、ご意見を記載下さい。        |
― ¨― ―― ― ¨― ―‐ ¨~¨ ‐― ― ― ‐― ― ‐ ― ― ― ― ― ¨ ¨― ¨ ¨― ― ¨ ― ― ― ―― ‐ ― ― ■

1-①事務・事業  ( 国立病院|ごおける診癖事業 )
※ 左記の事務・事業をどのように扱うか

チエック願います。
□改革案では不十午 □①事業そのものを廃止

□②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
□③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
□⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡
□⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の

見直し口補助金の削減など)

□改革案が妥当

(具体的な更 なる見直 し内容等を記述願 います )



・                                            評価シート

・  1-② 事務・事業  ( 臨床研究 )    ※ 左記の事務 "事業をどのよ うに扱 うか
チエック願います

□改革案では不十年 □①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
□③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
□⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡
□⑥

□ 改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います )

1-③事務・事業  ( 教育研修事業 )  ※ 左記の事務・事業をどのように扱うか
チエック願います

□改革案では不十行 □①事業そのものを廃止
□②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
□③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
□④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
□⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡
□⑥

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います )



・                                             評価シート

. 1-④ 事務 :事業  ( 入札改革 )    ※ 左記の事務・事業をどのように扱うか
チエック願います

□改革案では不十分

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います )

2 組織・運営体制 ※法人そのものをどうするかチェック願います      ,

□改革案では

,十笠 :3言 1菅貞響管f
)・ 移管

必ヾ要 (人員 口管理費、余剰資産、組織など)

□改革案が妥当

(具体的な更なる見直 し内容等を記述願います )



独 立 行 政 法 人 国 立 病 院 機 構
(役 員 名 簿 )

平 成 22年 4月 1日 現 在

役  職 氏  名 略 歴 (出 身 省 庁 等 及 び 前 職 ) 就 任 年 月 日
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